
論文 限界耐力計算によるRC造壁フレーム建築物の地震応答評価 
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要旨：筆者の一人は既往の研究において，高次モード応答を考慮することで限界耐力計算によるRC造純

フレーム建築物の地震応答評価精度を向上させることができることを示した。本論では，RC造壁フレー

ム建築物についても同様な精度向上が可能であるか否かの検証を目的として，高次モードを考慮した限

界耐力計算による当該建築物の最大地震応答予測値と時刻歴地震応答解析による最大応答値を比較した。

その結果，RC造壁フレーム建築物についても，純フレームに対するものと同様な手法によって高次モー

ドの影響を考慮することができ，限界耐力計算による最大地震応答予測が可能であることが示された。  

キーワード：限界耐力計算，RC造壁フレーム建築物，地震応答，高次モード応答，２乗和平方 

 

1. はじめに 

 筆者の一人は，RC造純フレーム建築物を対象として，

高次モード応答を考慮することによって限界耐力計算

による地震応答の予測精度を向上させることができる

ことを示した 1)。本論では，RC造壁フレーム建築物に

ついても同様な精度向上が可能であるか否かの検証を

目的として，高次モードを考慮した限界耐力計算によ

る当該建築物の最大地震応答予測値と時刻歴地震応答

解析による最大応答値を比較し，限界耐力計算による

地震応答評価手法の妥当性および地震応答予測精度を

検討する。また，等価１自由度系の応答値を各層に分

配して耐震壁およびフレームそれぞれの負担せん断力

を評価する方法についても併せて検討する。 

 

2. 限界耐力計算による地震応答評価の手順 

 本章では，静的非線形荷重増分解析に基づく RC 造

壁フレーム建築物の等価１自由度系への縮約方法（以

下，静的縮約と呼称）および等価１自由度系の応答値

を各層に分配した場合の耐震壁とフレームそれぞれの

応答値の評価方法を示す。さらに，限界耐力計算の手

順も併せて示す。なお，静的縮約の際に用いる静的非

線形荷重増分解析の外力分布は弾塑性１次モード比例

分布とする（以下，MAP解析と呼称）2)。 

2.1 静的縮約方法 

 多層建築物における等価１自由度系の静的な代表荷

重－代表変位関係（ aS1 － dS1 関係）はMAP解析結果

を用いて以下の式で与えられる 2), 3)。 
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ここに， im はi層の質量， iδ1 はi層での１層床位置

に対する相対変位， iP1 はi層の作用水平力，および BQ1
はベースシアをそれぞれ示す。 

一方，壁フレーム建築物では，i層の耐震壁および
フレームに作用する水平力を，それぞれ iw Pおよび if P

とすると 

ifiwi PPP +=                           (3) 

の関係が得られ，等価１自由度系における耐震壁およ

びフレームの応答加速度成分 awS1 および af S1 は次式

で与えられる。 
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 また，耐震壁およびフレームに対する代表変位は建

築物全体と同様に式(2)で与えられる。 

2.2 等価１自由度系応答値の各層への分配方法 

 一般に建築物の i層における層せん断力および層間

変形の１次モード成分 iQ1 および iδ1 は等価１自由度系

の応答値 aS1 および dS1 と１次刺激関数 iu11 ⋅β を用い

て次式で与えられる。 

*1 豊橋技術科学大学大学院 工学研究科建設工学専攻 （正会員） 

*2 豊橋技術科学大学 工学部建設工学系 助教授 博士（工学） （正会員） 

コンクリート工学年次論文集，Vol.27，No.2，2005

-49-



dii Su 1111 ⋅⋅= βδ                          (6) 

∑
=

=
N

ij
ji PQ 11                              (7) 

ここに， aiii SmuP 1111 ⋅⋅⋅= β           (8) 

 一方，壁フレーム建築物では，建築物全体の各層の

応答値は式(6)および(7)によって評価できるが，耐震壁

およびフレームに対する各層の応答成分の評価におい

ては，各層のせん断力の負担割合が一様ではないため，

等価１自由度系の応答値を１次刺激関数 iu11 ⋅β を用い

て分配することができない。そこで耐震壁およびフレ

ームに対する見かけの１次刺激関数（以下，分配係数

と呼称） iww u11 ⋅β および iff u11 ⋅β を設定して等価１自由

度系の応答値を各層に分配する 4)。 

 耐震壁およびフレームの i 層における分配係数

iww u11 ⋅β および iff u11 ⋅β は，式(8)の関係を応用して次

式で与えられると仮定する。 

CSMawiCSMiwiww SmPu 1111 ⋅=⋅β             (9) 

CSMafiCSMififf SmPu 1111 ⋅=⋅β            (10) 

ここで， CSMawCSMiw SP 11 、 および CSMafCSMif SP 11 、 は

それぞれ限界耐力計算における等価１自由度系の最大

応答値に相当する MAP 解析結果の荷重ステップでの

耐震壁およびフレームの i層における作用水平力と応

答加速度である。 

 耐震壁およびフレームの各層の応答せん断力は，式

(9)および(10)による分配係数 iww u11 ⋅β および iff u11 ⋅β

を用いて次式によって与えられる。 
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ここに， awiiwwiw SmuP 1111 ⋅⋅⋅= β         (13) 

afiiffif SmuP 1111 ⋅⋅⋅= β        (14) 

 なお，耐震壁およびフレームの各層の応答変位は建

築物全体と同様に式(6)で与えられる。 

2.3 限界耐力計算の手順 

 RC 造壁フレーム建築物の地震応答評価は以下に示

す手順で行う。 

1) MAP 解析により各層の層せん断力－層間変形関

係，並びに耐震壁およびフレームの各層の負担せ

ん断力－層間変形関係をそれぞれ求める。 

2) 建築物全体，耐震壁およびフレームの等価１自由
度系における代表荷重 aS1 ， awS1 および af S1 と代

表変位 dS1 をMAP解析結果に基づいて式(1)，(4)，

(5)および(2)により算定する。 

3) 上記 2)で求めた da SS 11 − 関係をバイリニアにモデ

ル化し，等価減衰hを次式で算定する 5)。 

( ) 05.01125.0 +−= µh            (15) 

ここに，µ：塑性率               

4) 式(15)を用いて次式により応答スペクトルの低減

係数 hF を得て，それにより低減されたスペクトル

と da SS 11 − 関係の交点から最大応答点を得る 5)。 

( )hFh ⋅+= 1015.1                    (16) 

 

3. 解析対象建築物と時刻歴地震応答解析の概要 

 図－１に解析対象建築物の軸組および平面図を示す。

解析対象とした建築物は，文献 6)に示されている純ラ

ーメン形式の12層RC造建築物に連層耐震壁を付加し

たものである。平面形状は桁行および張間方向ともに

6.0ｍ×3スパンで，建築物高さは 42.5ｍ（1層 4.0ｍ，2

層以上 3.5ｍ）である。連層耐震壁は内側構面の中央の

スパンに配置され，壁厚は 300mm，配筋は縦筋，横筋

ともD13@200のダブル配筋（ps=0.4%）となっている。

時刻歴地震応答解析およびMAP解析ともに，梁部材を

材端バネモデルに，柱および耐震壁部材をマルチスプ

リングモデル（MSモデル）によりモデル化し，復元力

特性にはTakedaモデルを用いた。なお，解析は図－１

に示すように片側 2構面に対して行った。 

 時刻歴地震応答解析に用いた地震波は，El Centro NS 

(1940)，Taft EW (1952)，Hachinohe EW (1968)および

JMA-Kobe NS (1995)の 4波であり，それぞれ最大速度

を 25cm/sec，50cm/secおよび 75cm/secに基準化した計

12波とした。なお，解析における粘性減衰は瞬間剛性

比例型とし，限界耐力計算による比較を念頭に置いて，
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図－１ 解析対象建築物 
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弾性１次固有周期に対して減衰定数を 5%と仮定した。

数値解析にはNewmark- β 法（β =1/4）を用いた。 

 

4. 等価１自由度系縮約の妥当性の検証 

 図－２はEl Centro波75cm/sec入力時における時刻歴

地震応答解析に基づく等価１自由度系縮約（以下，動

的縮約と呼称）の結果と静的縮約結果を比較したもの

である。建築物全体，耐震壁およびフレームそれぞれ

について示している。なお，動的縮約には時刻歴地震

応答解析結果と以下に示す式(17)～(20)を用いた 2),4)。 
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ここに， ( )tPi は時刻 tにおける i層の作用水平力，

( )tPiw は時刻 tにおける i層の耐震壁に作用する水平
力， ( )tPif は時刻tにおけるi層のフレームに作用する

水平力， ( )tiδ は時刻 tにおける i層での１層床位置に

対する相対変位，および ( )tiδ1 は ( )tiδ の１次モード成

分（ ( )tiδ1 ( )tSu di 111 ⋅⋅= β ）をそれぞれ示す。 

 図－２より建築物全体，耐震壁およびフレームのい

ずれについても，動的縮約による等価１自由度系にお

ける最大応答変形時の応答値（図中の●印）およびそ

れ以前の応答履歴においてある時刻までに経験した最

大応答変形点（図中の○印）は概ね静的縮約による代

表荷重－代表変形曲線上にあることが分かる。すなわ

ち「等価１自由度系における最大応答時以前の応答履

歴では，ある時刻までに経験した最大応答変形点が１

次モードに対するMAP解析結果とほぼ一致する」2)と

いう傾向が壁フレーム建築物についても認められ，か

つ耐震壁およびフレームそれぞれについてもその傾向

が認められる。従って，壁フレーム建築物でも等価１
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図－２ 縮約結果の比較                     図－３ 各層における１次モード応答の比較 
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自由度系に関して動的縮約と静的縮約の整合性が認め

られ，2.1節で示した等価１自由度系の代表荷重－代表

変形関係は妥当なものであると考えられる。 

図－３はEl Centro波 75cm/sec入力時に対する１層，

6層および 12層における時刻歴地震応答の１次モード

成分とMAP解析結果を比較したものである。図－２の

等価１自由度系の場合と同様に建築物全体，耐震壁お

よびフレームのいずれにおいても，各層における時刻

歴応答の１次モード成分は，その最大値が概ね MAP

解析による代表荷重－代表変形曲線上にある。従って，

2.2 節で示した等価１自由度系応答値の各層への分配

方法も妥当なものであると判断できる。 

 

5. 限界耐力計算による最大地震応答の評価 

5.1 等価１自由度系応答の予測精度 

 図－４に 2.3 節で示した限界耐力計算により算定し

た各入力地震波における建築物全体，耐震壁およびフ

レームの等価１自由度系の応答予測値 aCSMS1 ， dCSMS1 ，

aCSMw S1 および iCSMf S1 と動的縮約の最大応答値 aresS1 ，

dresS1 ， aresw S1 および aresf S1 の比較を示す。いずれにお

いても最大応答値に対する応答予測値の比率は概ね±

20％の範囲にあり，限界耐力計算による等価１自由度

系の応答予測精度は概ね良好であると判断できる。 

 図－５に図－４で示した等価１自由度系の動的応答

値と限界耐力計算による予測値の対応が良好であった

El Centro波75cm/sec入力と，良好でなかったJMA Kobe

波 50cm/sec入力（図－４の dCSMdres SS 11 − 関係における

A と B）に対する限界耐力計算結果と等価１自由度系

応答の様子を示す。対応が良好であった El Centro 波

75cm/sec 入力では等価１自由度系応答は定常的に応答

している。それに対して，対応が良好でなかった JMA 

Kobe 波 50cm/sec 入力では等価１自由度系応答が片側

にシフトし，限界耐力計算における基本仮定から逸脱

した非定常な応答を示しており，それによって限界耐

力計算による応答予測値が等価１自由度系の動的応答

値に対して過小となったと考えられる 1)。 

5.2 層せん断力および層間変形の予測精度 

 ここでは，限界耐力計算における高次モードの影響

を考慮した最大層せん断力および最大層間変形の評価

式 1)を用いて最大地震応答の評価を行い，その予測精

度を検証する。 

i層における層せん断力 iCSMQ は，限界耐力計算によ

り求めた等価１自由度系の応答加速度 aCSMS1 を用いて

式(22)により算定される１次モード成分 iCSMQ1 と式

(23)で与えられる高次モード成分 iCSMhQ に SRSS を適

用して式(21)で与えられる 1)。 
22
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∑
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ここで， max0x&& は地動加速度の最大値であり， iCSMQ2
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  図－４ 等価１自由度系応答の予測精度 
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図－５ 限界耐力計算結果と等価１自由度系応答 
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は２次の固有周期に対応する２次加速度応答スペクト

ル aCSMS2 により次式で与えられる。 

∑
=

⋅⋅⋅=
N

ij
aCSMjjiCSM SumQ 2222 β         (24) 

なお， iu11 ⋅β は次式で算定する。 

iCSM

N

i
iCSMi

N

i
iCSMii mmu δδδβ 1

1

2
1

1
111 ⋅⎟

⎠
⎞⎜

⎝
⎛ ⋅⋅=⋅ ∑∑

==
 (25) 

 ここで， iCSMδ1 は限界耐力計算による応答値をMAP

解析に基づいて各層に分配して得られる i層での１層

床位置に対する相対変位を示す。 

 また，式(3)，(8)，(13)および(14)より，等価１次モー

ドに対する建築物全体の等価質量 M1 ，耐震壁の等価

分担質量 Mw1 およびフレームの等価分担質量 Mf1 と

の間に下式(26)の関係が得られる。 
MMM fw 111 +=               (26) 

ここに， ∑
=

⋅⋅⋅=
N

j
jwwj

aCSM

aCSMw
w um

S
SM

1
11

1

1
1 β   (27) 

∑
=

⋅⋅⋅=
N

j
jffj

aCSM

aCSMf
f um

S
S

M
1

11
1

1
1 β   (28) 

さらに，建築物全体，耐震壁およびフレームのそれ

ぞれのベースシアに対する高次モード成分を BhQ ，

BhwQ および Bhf Q とすると，  

BhfBhwBh QQQ +=             (29) 

の関係がある。一方，高次モード成分が地動加速度 0x&&

に比例する性質 2)を用いると BhQ は次式で与えられる。 

( ) 01 xMMQBh &&⋅−−=            (30) 

さらに，式(26)～(30)より 

( )
( ) 0

1

1

1

1
1

011

x
M
M

M
MMM

xMMMQ

fw

fwBh

&&

&&

⋅⎟
⎟
⎠

⎞
⎜
⎜
⎝

⎛
+⋅−−=

⋅−−−=

       

Bh
f

Bh
w Q

M
M

Q
M
M ⋅+⋅=

1

1

1

1        (31)       

が得られる。従って，式 (31)より限界耐力計算におけ

る耐震壁およびフレームに対する層せん断力の高次モ

ード成分 iCSMhwQ および iCSMhf Q は下式で与えられる。 

iCSMh
w

iCSMhw Q
M
MQ ⋅=

1

1           (32) 

iCSMh
f

iCSMhf Q
M
M

Q ⋅=
1

1           (33) 

したがって，耐震壁およびフレームの各層の最大応

答せん断力はそれぞれの１次モード成分と式(32)およ

び(33)による高次モード成分を用いて式(21)のごとく

SRSSを適用することによって算定できる。 

一方， i層の層間変形 iCSMstδ は限界耐力計算により

得られた等価１自由度系の代表変位 CSM∆1 を用いて式

(35)によって算定される１次モード成分 iCSMstδ1 と残余

等価変位 CSMh∆ （高次モード代表変位）を用いて式(36)

で与えられる高次モード成分 iCSMhstδ にSRSSを適用し

て式(34)で与えられる 1)。 

22
1 iCSMhstiCSMstiCSMst δδδ +=         (34) 

( ) iCSMiiiCSMst uu ∆⋅−= − 111111 βδ        (35) 

( ) iCSMhihihhiCSMhst uu ∆⋅−= −1βδ        (36) 

ここで，残余等価変位 CSMh∆ は CSM∆1 と２次モード

代表変位 CSM∆2 を用いて下式で与えられる。 

( ) ( ){ }
MMM
MMM

e

CSMeCSM
CSMh

112

2
111

2
22 2

−+
∆⋅−+∆⋅

=∆ (37) 

 ここに， eM1 は弾性 1次モードに対する等価質量お

よび M2 は弾性２次モードに対する等価質量をそれぞ

れ示す。 

 図－６は層せん断力および層間変形について，限界

耐力計算による応答予測値 iCSMQ1 ， iCSMwQ1 ， iCSMf Q1 お

よび iCSMstδ1 と動的縮約による等価１自由度系の最大

応答値 iresQ1 ， ireswQ1 ， iresf Q1 および iresstδ1 （すなわち

１次モード応答の最大値）を比較したもの，および図

－７は限界耐力計算による応答予測値と最大地震応答

値 iresQ ， ireswQ ， iresf Q および iresstδ （すなわち高次モ

ード応答を含むもの）を比較したものである（図中の

μは平均値，νは変動係数を表す）。図－６と図－７を

比較すると，限界耐力計算による応答予測は１次モー

ド応答の最大値に対しては比較的良好な精度で予測可

能であるが，最大地震応答値（高次モード応答を含む

もの）に対しては過小評価となることが認められる。 

一方，図－８は層せん断力および層間変形について，

高次モード応答を考慮した式(21)および(34)によって
算定した値 iCSMQ ， iCSMwQ ， iCSMf Q および iCSMstδ と最

大地震応答値を比較したものである。図－８より，層

せん断力については，いずれにおいても図－７と比べ

て応答の予測精度が向上していることが認められる。

それに対して層間変形については，ほとんど変化が認
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められないが，これは層間変形における高次モード成

分が小さかったためである。 

以上より，RC壁フレーム建築物についても式(21)お

よび(34)によって限界耐力計算による地震応答予測精

度の向上が可能であると判断できる。また，限界耐力

計算における耐震壁およびフレームに対する層せん断

力の高次モード成分は式(32)および(33)で評価できる。 

 

6. まとめ 

 RC造壁フレーム建築物を対象として，限界耐力計算

による地震応答評価手法の妥当性および地震応答予測

精度を検討した。以下に本研究で得られた知見を示す。 

1) 耐震壁およびフレームの各層の応答せん断力は式

(9)および(10)による分配係数を用いて式(11)およ

び(12)によって評価することができる。 

2) RC造壁フレーム建築物についても，高次モードを

考慮した限界耐力計算（式(21)および(34)）によっ

て応答予測精度の向上が認められ，同式による評

価が可能である。 

3) 限界耐力計算における耐震壁およびフレームに対

する層せん断力の高次モード成分は，式(32)および

(33)によって概ね評価できる。 
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図－６ 層せん断力および層間変形の等価１自由度系の最大応答値と限界耐力計算による応答予測値の比較 
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図－７ 層せん断力および層間変形の最大地震応答値と限界耐力計算による応答予測値の比較 
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図－８ 高次モード応答を考慮した場合の比較 
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